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諸報告



議案第35号 

教育委員会の権限に属する事務の補助執行に係る協議について 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条の７の規定により、門真市教育委員会か

ら次の事項を門真市長の補助機関である職員へ補助執行させる旨協議するにつき、門

真市教育委員会の議決を求める。 

令和元年12月25日 提出 

  門真市教育委員会教育長 久木元 秀平   

提案理由 

   令和２年４月１日に予定される機構改革に伴い、現在教育委員会教育部社会教育課

で行っている事務のうち、教育委員会の権限に属する事務について、門真市長の補助

機関である職員に補助執行させるため、教育委員会の権限に属する事務の補助執行に

ついて協議するにつき、本案を提出するものである。 
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門教総第 ― 号

令和元年12月25日 

門真市長 宮本 一孝 様 

門真市教育委員会教育長   

 久木元 秀平   

教育委員会の権限に属する事務の補助執行について（協議）

 このことにつきまして、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条の７の規定に基

づき、別紙のとおり協議します。 
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○教育委員会の権限に属する事務の補助執行に係る協議について 

１．概要 

 令和２年４月１日に予定される機構改革に伴い、現在教育委員会事務局教育

部社会教育課で行っている事務のうち、教育委員会の権限に属する事務につい

て、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条の７の規定に基づき、門真市長

の補助機関である職員へ補助執行をさせるにあたって協議を行うもの。 

２．補助執行について 

 補助執行とは、事務権限を教育委員会としつつ、事務を門真市長の補助機関

である職員により執行することであり、門真市教育委員会名により実施するも

の。 

３．補助執行させる事務について

教育委員会は、現在教育委員会事務局教育部社会教育課で実施している社会

教育法（昭和24年法律第207号）に基づく社会教育に関する事務（次に掲げる事

務は除く）を門真市長の補助機関である職員に補助執行させる。 

 門真市立図書館（分館を含む。）、門真市立公民館、門真市立文化会館、

門真市立歴史資料館、門真市立青少年活動センター及び門真市立生涯学習セ

ンター（以下「特定社会教育機関」という。）の設置、管理及び廃止に関す

ること（地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年6月30日法律

第162号）第21条第７号から第９号まで及び第12号に掲げる事務のうち、特

定社会教育機関のみに係るものを含む。）。 

 スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）。 

 文化財の保護に関すること 

４．スケジュール 

 協議の同意後、「門真市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する

規則」を教育委員会で改正する。 

５．補助執行の開始時期 

 令和２年４月１日とする。
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議案第36号 

令和２年度全国学力・学習状況調査の参加について 

 令和２年度全国学力・学習状況調査における調査に参加するにつき、教育委員会の

議決を求める。 

  令和元年12月25日 提出 

門真市教育委員会教育長 久木元 秀平  

提案理由 

 「令和２年度全国学力・学習状況調査に関する実施要領」（令和元年12月16日文部

科学省）に基づき、調査に参加するにつき、本案を提出するものである。 
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諸　報　告

番　号 報　　告　　事　　項

1 教員の不祥事について

2
門真市立小・中学校における携帯電話の取扱いに関するガイドラインの策定につ
いて

3 「令和元年度小学生の主張」の結果について

4 門真市公立園最適化検討委員会の答申について
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